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【ワークス HI 調査レポート】 

「年末調整の電子化」に向けて「方針未定」が 59% 

～最大の懸念は「電子と紙の混在」～

PRESS RELEASE 

報道関係者各位 
2020 年 4 月 30 日 

株式会社 Works Human Intelligence 

株式会社 Works Human Intelligence（本社：東京都港区、代表取締役最高経営責任者：石川芳郎、

以下 ワークス HI）は、2020 年分から始まる年末調整の電子化に先立ち、大手法人の対応状況を調

査すべく「年末調整電子化に関するアンケート」を実施いたしましたのでお知らせいたします。 

＜調査概要＞ 

期間：2020 年 1 月 30 日～3 月 31 日 

対象：当社ユーザーである国内大手法人 254 社 306 名 

調査方法：インターネットを利用したアンケート調査 

●2020 年分の年末調整から実現する「年末調整の電子化」

年末調整業務は多くの従業員が対象となる、企業・法人にとっての一大イベントです。これまで、年

末調整にシステムを利用することで、従業員に申告用用紙の配布・回収を行わず電子的に申告を行い、

業務負担を減らす取り組みが行われてきました。しかし、保険会社や金融機関、税務署から送られる

控除証明書等の書類は紙で従業員に送付されるため、システム化を進めても年末調整業務を完全に電

子化することはできませんでした。 
平成 30 年度税制改正により、2020 年分の年末調整から生命保険料控除、地震保険料控除及び住宅借

入金等特別控除に係る控除証明書等について、従業員から勤務先へ電子データにより提出できるよう

になり i、制度上は「年末調整の電子化」が実現します。 
本調査では、現在の大手企業・法人の年末調整の電子化状況と、「年末調整の電子化」に向けた対応方

針について伺いました。 

●申告の電子化が進んでいる企業・法人は 61％

まず、現在の年末調整の電子化状況を伺いました。 
年末調整の対象者の中でも、就業状況等によりシステムが利用できず、電子申告を行えない方が存在

します。そこで年末調整対象者のうち、申告を電子化している割合を伺いました。 
その結果、対象者の半数以上が申告を電子化している企業・法人は 61%である一方、申告を電子化し

ている割合が 30％以下という企業・法人が 33％であることが判明しました。 
一方で、電子ではなく紙での申告を行っている方の内訳を伺ったところ、「休職者・出向者等」が最も

多く、次いで「工場・店舗での勤務者」、「パート・アルバイト」という結果でした。ネットワークや

PC 等の機材の関係で社内システムにアクセスできない従業員を挙げた方が多く、今後電子申告を拡

大していくためには、社外から社内システムにアクセスする経路を用意する等の対策が必要になると

考えられます。 
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▼年末調整の対象者のうち、申告を電子化している割合（有効回答数：306） 
 

 
 
 
▼紙申告の対象者の内訳（単位：名／複数回答あり） 

 

●「年末調整の電子化」に向けて「方針未定」が 59％ 

2020 年分の年末調整から始まる「年末調整の電子化」。従業員からの控除証明書等の提出方法につい

て現在の方針を伺ったところ、「方針未定」が 59％と最も多い結果となりました。 
「年末調整の電子化」に向けての懸念点を自由記述で伺ったところ、「電子データと紙の証明書が混

在」という回答が最も多く、「従業員理解の促進、従業員への説明」、「情報不足」が続くという結果に

なりました。今回の制度変更は義務化では無いため、現時点で各金融機関の対応も明らかにはなって

おらず、こういった懸念が電子化への対応方針を決められない一因になっていると考えられます。 
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▼2020 年以降の控除証明書等の提出方法について、現在の方針（有効回答数：306） 
 

 
 
▼制度変更に当たっての懸念点（単位：名／有効回答数：183 自由記述回答を当社にて分類） 

 
 

●企業・法人の要望は「税制の簡素化」 

最後に「法制度に対する期待・要望」を自由記述でお伺いしたところ、「現行の複雑な税制度をもっと

シンプルにして欲しい」というご意見を最も多く頂戴しました。「企業・法人による年末調整の撤廃」

やマイナンバー・マイナポータルの活用といった、簡素化実現に向けた具体的な声も寄せられました。 
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▼法制度に関するご期待・ご要望（単位：名／有効回答数：167 自由記述回答を当社にて分類） 

ワークス HI は、これからも大手企業・法人の生の声に基づき、製品・サービスを向上させると共に、

より良い社会システムの構築に向けて、政府・行政に対して働きかけを行ってまいります。 
 
本調査の詳細レポートをご要望の方は、当社お問い合わせフォーム（https://www.works-
hi.co.jp/contact）よりご連絡ください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

株式会社 Works Human Intelligence Web サイト https://www.works-hi.co.jp/ 
 
i 「年末調整手続の電子化に向けた取組について（令和 2 年分以降）」国税庁 

https://www.nta.go.jp/users/gensen/nenmatsu/nencho.htm 

 
* 会社名、製品名等はそれぞれ各社の商標または登録商標です。 
* 本リリースに掲載された内容は発表日現在のものであり、予告なく変更または撤回される場合があります。また、

本リリースに掲載された予測や将来の見通し等に関する情報は不確実なものであり、実際に生じる結果と異なる場

合がありますので、予めご了承ください。 
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当社の製品・サービスは、1,100 を超える日本の大手法人グループにご利用いただいており（従業員数 3,000 名

以上の国内大手の 3 法人に 1 法人がユーザー様）、ほぼすべてのユーザー様がオンライン会員サイトにご登録い

ただいています。 

当社では、社会・経済情勢に合わせた諸課題についてユーザー様を対象とした調査を実施し、その結果を当社製

品・サービスに反映するとともに、ユーザー様・行政機関・学術機関への還元を行っています。 

●過去の調査実績 

・「新型コロナウイルス」対応状況調査（2020 年） 

・【同一労働同一賃金】対応状況調査（2019 年） 

・「働き方改革関連法」対応実態調査（2019 年） 

・【通勤手当】消費税率引き上げへの対応状況について（2019 年） 

・年末調整の電子申告に関する調査（2018 年） 

 
ワークス HI 調査レポートとは ～HR 領域における大手法人の実態を調査～ 


